
【参考】

○ ⻘少年の雇⽤機会の確保及び職場への定着に関して事業主、特定地⽅公共団体、
職業紹介事業者等その他の関係者が適切に対処するための指針（抄）

第二の一(二) 採用内定・労働契約締結に当たって遵守すべき事項等
イ (略)
ロ 事業主は、採用内定者について労働契約が成立したと認められる場合には、客観
的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない採用内定の取消し
は無効とされることについて十分に留意し、採用内定の取消しを防止するため、最
大限の経営努力を行う等あらゆる手段を講ずること。
また、やむを得ない事情により採用内定の取消し又は入職時期の繰下げを行う場

合には、当該取消しの対象となった学校等の新規卒業予定者の就職先の確保につい
て最大限の努力を行うとともに、当該取消し又は繰下げの対象となった者からの補
償等の要求には誠意を持って対応すること。

ハ 採用内定者について、労働契約が成立したと認められる場合には、当該採用内定
者に対して、自由な意思決定を妨げるような内定辞退の勧奨は、違法な権利侵害に
当たるおそれがあることから行わないこと。

⼆〜ト (略)

○ 職業安定法施行規則（昭和 22年労働省令第 12号）（抄）
(法第五十四条に関する事項)
第三十五条 厚生労働大臣は、労働者の雇入方法の改善についての指導を適切かつ有

効に実施するため、労働者の雇入れの動向の把握に努めるものとする。
２ 学校(小学校(義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部を含む。)及
び幼稚園(特別支援学校の幼稚部を含む。)を除く。)、専修学校、職業能力開発
促進法第十五条の七第一項各号に掲げる施設又は職業能力開発総合大学校(以
下この条において「施設」と総称する。)を新たに卒業しようとする者(以下こ
の項において「新規学卒者」という。)を雇い入れようとする者は、次の各号の
いずれかに該当する場合においては、あらかじめ、公共職業安定所及び施設の
⻑(業務分担学校⻑及び法第三⼗三条の⼆第⼀項の規定により届出をして職業
紹介事業を行う者に限る。)に人材開発統括官が定める様式によりその旨を通知
するものとする。
一 新規学卒者について、募集を中止し、又は募集人員を減ずるとき(厚生労働
大臣が定める新規学卒者について募集人員を減ずるときにあつては、厚生労
働大臣が定める場合に限る。)。

二 新規学卒者の卒業後当該新規学卒者を労働させ、賃金を支払う旨を約し、
又は通知した後、当該新規学卒者が就業を開始することを予定する日までの
間(次号において「内定期間」という。)に、これを取り消し、又は撤回する
とき。

三 新規学卒者について内定期間を延⻑しようとするとき。


